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(57)【要約】
粉末搬送機構１６は、水溶性の粉末を主成分とする粉末
層を、造形部１４に
、１層ずつ積層する。インクジェットラインヘッド１７
は、粉末搬送機構１６により積層された最上層の粉末層
の、造形物の断面形状に応じた領域に、粉末を溶解させ
る水性インクを噴射する。そして、加熱器１８は、粉末
層の１層ごとに、粉末を加熱する。また、加熱器１８は
、インクジェットラインヘッド１７により水性インクが
噴射された後、および、インクジェットラインヘッド１
７により水性インクが噴射される前のいずれかにおいて
、粉末を加熱する。本発明は、例えば、造形装置に適用
できる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水溶性の粉末を主成分とする粉末層を１層ずつ積層する積層手段と、
　前記積層手段により積層された最上層の前記粉末層の、造形物の断面形状に応じた領域
に、前記粉末を溶解させる液体を供給する液体供給手段と、
　前記粉末層の１層ごとに、前記粉末を加熱する加熱手段と
　を備える造形装置。
【請求項２】
　前記加熱手段は、前記液体供給手段が前記粉末層に液体を供給した後に、前記粉末を加
熱する
　請求項１に記載の造形装置。
【請求項３】
　前記加熱手段は、前記積層手段が最上層の粉末層を積層した後であって、その粉末層に
前記液体供給手段が液体を供給する前に、前記粉末を加熱する
　請求項１に記載の造形装置。
【請求項４】
　前記粉末は、主成分となる食塩と、硫酸マグネシウムおよびポリビニルピロリドンのう
ちの少なくとも１種類以上とが組み合わされたものである
　請求項１に記載の造形装置。
【請求項５】
　前記液体供給手段が供給する液体は、水とアルコールとが混合された混合溶液である無
色インクと、前記混合溶液に顔料が分散されている着色インクまたは前記混合溶液に染料
が溶解されている着色インクとのうちの、少なくともいずれか１つからなる
　請求項１に記載の造形装置。
【請求項６】
　前記液体供給手段は、前記粉末層の所定のラインに沿って前記液体を微滴化して噴射し
、前記ラインに対して直交する方向に１ラインごとに移動することを繰り返しながら、前
記粉末層に液体を供給する
　請求項１に記載の造形装置。
【請求項７】
　前記液体供給手段は、前記ラインの方向に、前記造形物を造形する領域の幅に渡って並
べられた複数の噴射口を有し、前記粉末層の前記ラインの方向への前記液体の噴射を、前
記複数の噴射口により略同時に行う
　請求項６に記載の造形装置。
【請求項８】
　前記液体供給手段は、前記噴射口を、外部の雰囲気から隔絶するための蓋を有する
　請求項７に記載の造形装置。
【請求項９】
　前記加熱手段が前記粉末を加熱するに用いる熱量のうちの５０％以上が、遠赤外線領域
の熱線によるものである
　請求項１に記載の造形装置。
【請求項１０】
　前記積層手段により積層された粉末層を含む空間の雰囲気を乾燥させる乾燥手段
　をさらに備える請求項１に記載の造形装置。
【請求項１１】
　水溶性の粉末を主成分とする粉末層を１層ずつ積層し、
　積層された最上層の前記粉末層の、造形物の断面形状に応じた領域に、前記粉末を溶解
させる液体を供給し、
　前記粉末層の１層ごとに、前記粉末を加熱する
　ステップを含む造形方法。
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【請求項１２】
　前記粉末層に液体が供給された後に、前記粉末が加熱される
　請求項１１に記載の造形方法。
【請求項１３】
　最上層の前記粉末層が積層された後であって、その粉末層に前記液体が供給される前に
、前記粉末が加熱される
　請求項１１に記載の造形方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、造形装置および造形方法に関し、特に、高精度の造形物を造形することがで
きるようにした造形装置および造形方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、３次元積層造形法では、ＣＡＤ（Computer Aided Design）で作成された造
形物の３次元形状データから、３次元形状データをスライスした断面形状データが作成さ
れる。そして、その断面形状データに基づいて、造形物を輪切りにした断面形状の薄板が
作成され、あたかも立体等高線地図を作成するように薄板を積層することで造形物が造形
される。３次元積層造形法は、このような造形方法であり、付加加工法の一つである。
【０００３】
　例えば、３次元積層造形法には、造形に用いる素材に応じて、光硬化性樹脂を用いる光
造形法や、粉末を用いる粉末積層造形法、溶融させた樹脂を堆積させる溶融樹脂堆積造形
法、紙やプラスチックシートまたは金属などの薄板を積層する薄板積層造形法などがある
。
【０００４】
　また、３次元積層造形法には、薄板を作成する方式として、微量の液体を噴射して断面
形状の薄板を作成するインクジェット方式がある。インクジェット方式による３次元積層
造形法では、粉末積層造形法や、溶融樹脂堆積造形法、光造形法などが実用化されている
。
【０００５】
　例えば、粉末積層造形法では、デンプンや石膏あるいはセラミックスの粉末による層が
形成され、その表面にインクジェットでバインダーが噴射されて、断面形状に従って描画
されたバインダーにより粉末を固着させることにより薄板が作成される。また、溶融樹脂
堆積造形法では、溶融させたワックスなどがインクジェットで噴射されて、断面形状に従
って描画されたワックスなどが固化することにより薄板が作成される。また、光造形法で
は、液状の光硬化性樹脂がインクジェットで噴射されて層が形成され、その光硬化性樹脂
の層が、断面形状に従って照射される光により硬化されて薄板が作成される。
【０００６】
　また、特許文献１では、食塩粉末を用いた粉末積層造形法が開示されている。例えば、
特許文献１には、「水を主成分とする液を撒布すると、食塩粉末が撒布液に溶け出して体
積が減少し、層厚みの変動が生じる。そこで、噴射液に食塩を飽和またはそれに近い状態
まで溶解すると、食塩粉末に噴射・撒布したときに食塩粉末が溶解することがない。した
がって粉末層の厚みが一定に保たれる結果、寸法精度の向上が図れる」ことが開示されて
いる。
【０００７】
　また、特許文献１には、その発明の効果として、「水溶性があり、脱型容易な無害な模
型が実現できる」こと、および「また食塩と耐熱性のある固着剤とを組み合わせると消失
性のみならず耐熱性が付与され、精密鋳造用消失模型型が実現できる」ことが開示されて
いる。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００４－８２２０６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、通常、水溶性の粉末は空気中の水分を吸収しやすい吸湿性を備えている
。このため、例えば、ある粉末層に水分を供給して薄板を形成し、その粉末層の上に次の
薄板を造形するための粉末層を形成すると、薄板を造形しようとする粉末層に、その下の
粉末層に供給された過剰な水分が、蒸気または液体状態で浸透することがある。これによ
り、薄板を造形しようとする粉末層において、造形物の断面形状に応じた領域以外の領域
が固化することがある。
【００１０】
　このように、過剰な水分が浸透することにより、造形物の寸法精度が低下することがあ
った。また、過剰な水分の浸透することによる悪影響を回避するために、乾燥雰囲気下で
造形物を造形することを試みたとしても、水分の浸透を確実に防止することは困難であり
、その悪影響を完全に回避することができなかった。
【００１１】
　本発明は、このような状況に鑑みてなされたものであり、高精度の造形物を造形するこ
とができるようにするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の一側面の造形装置は、水溶性の粉末を主成分とする粉末層を１層ずつ積層する
積層手段と、前記積層手段により積層された最上層の前記粉末層の、造形物の断面形状に
応じた領域に、前記粉末を溶解させる液体を供給する液体供給手段と、前記粉末層の１層
ごとに、前記粉末を加熱する加熱手段とを備える。
【００１３】
　本発明の一側面の造形方法は、水溶性の粉末を主成分とする粉末層を１層ずつ積層し、
積層された最上層の前記粉末層の、造形物の断面形状に応じた領域に、前記粉末を溶解さ
せる液体を供給し、前記粉末層の１層ごとに、前記粉末を加熱するステップを含む。
【００１４】
　本発明の一側面においては、水溶性の粉末を主成分とする粉末層が１層ずつ積層され、
積層された最上層の粉末層の、造形物の断面形状に応じた領域に、粉末を溶解させる液体
が供給される。そして、粉末層の１層ごとに、粉末が加熱される。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の一側面によれば、高精度の造形物を造形することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明を適用した造形装置の一実施の形態の構成例を示す斜視図である。
【図２】造形装置１１により造形物を造形する工程について説明する図である。
【図３】造形装置１１が造形物を造形する処理を説明するフローチャートである。
【図４】コンピュータのハードウエアの構成例を示すブロック図である。
【図５】加熱器による加熱処理の有無に分けて、造形物が造形された後に造形物が自然乾
燥により乾燥されるまでの時間を測定した実験の結果を示す表である。
【図６】食塩材料による造形物及び石膏材料による造形物のそれぞれの発色性を比較した
実験の結果を示す表である。
【図７】図６の表により得られる色度図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
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　以下、本発明を適用した具体的な実施の形態について、図面を参照しながら詳細に説明
する。
【００１８】
　図１は、本発明を適用した造形装置の一実施の形態の構成例を示す斜視図である。
【００１９】
　図１において、造形装置１１は、作業台１２、粉末供給部１３、造形部１４、粉末排出
部１５、粉末搬送機構１６、インクジェットラインヘッド１７、加熱器１８、除湿部１９
、および駆動軸２０から構成される。
【００２０】
　作業台１２は、造形物を造形する作業が行われる台であり、その下方に、粉末供給部１
３、造形部１４、粉末排出部１５が配設され、その上方に、粉末搬送機構１６、インクジ
ェットラインヘッド１７、加熱器１８、駆動軸２０が配設されている。また、作業台１２
には、粉末供給部１３が粉末を供給する供給領域に応じた開口部、造形部１４において造
形物が造形される造形領域に応じた開口部、粉末排出部１５において粉末が排出される排
出領域に応じた開口部が設けられている。
【００２１】
　また、作業台１２上で、粉末搬送機構１６、インクジェットラインヘッド１７、および
加熱器１８は、駆動軸２０に沿って移動し、これらが移動する方向をＹ方向とし、Ｙ方向
に直交する方向をＸ方向とする。また、供給領域に応じた開口部、造形領域に応じた開口
部、および排出領域に応じた開口部は、この順番で、Ｙ方向に並んで設けられている。
【００２２】
　粉末供給部１３は、その内部に粉末を収納しており、作業台１２の下方から上方に向か
って粉末を押し出すことにより、作業台１２の供給領域に応じた開口部から、作業台１２
の上面より上に粉末を供給する。例えば、粉末供給部１３は、１層の粉末層を形成するに
あたり、１層分より少し過剰な量の粉末を、作業台１２の上面に供給する。
【００２３】
　造形部１４は、造形領域に応じた開口部に積層される粉末の層を、下方に移動させるテ
ーブル（図２のテーブル１４Ａ）を有して構成されており、硬化層が１層形成されるたび
に、その１層に応じた厚みだけテーブルが降下する。このように、造形部１４のテーブル
が降下することにより、テーブルの上面に形成された硬化層および未硬化の粉末層の上面
と、作業台１２の上面との間隔が、硬化層の厚みに応じたものとなる。
【００２４】
　粉末排出部１５には、粉末供給部１３から供給され、粉末搬送機構１６により造形部１
４に搬送された残りの粉末が、作業台１２の排出領域に応じた開口部から排出される。
【００２５】
　ここで、造形部１４における造形物の造形には、水溶性の粉末が用いられ、例えば、食
塩や硫酸マグネシウム、塩化マグネシウム、塩化カリウム、塩化ナトリウムなどの無機物
やポリビニルピロリドン、ポリビニルアルコール、カルボキシメチルセルロース、ポリア
クリル酸アンモニウム、ポリアクリル酸ナトリウム、メタアクリル酸アンモニウム、メタ
アクリル酸ナトリウムやその共重合体などの有機物を用いることができる。また、その粉
末には、食塩粉末を用いることが望ましく、特に、塩（NaCl）とにがり成分（硫酸マグネ
シウム、塩化マグネシウム、塩化カリウムなど）が混合されたものが好ましい。また、平
均粒子径は１０μｍ以上１００μｍ以下のものが好ましい。
【００２６】
　粉末搬送機構１６は、駆動軸２０に沿って移動するローラにより構成されており、ロー
ラを回転させつつ移動させることにより、粉末供給部１３により供給領域に供給されてい
る粉末を、造形領域に搬送する。
【００２７】
　上述したように、造形部１４では、硬化層および未硬化の粉末層の上面と、作業台１２
の上面との間隔が、硬化層の厚みに応じて設けられており、粉末搬送機構１６は、粉末を
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搬送しながら、その間隔に粉末を充填する。これにより、造形領域には、硬化層の１層に
応じた厚みで、粉末が、均一に均される。また、粉末搬送機構１６は、粉末層の形成に必
要な量を超過した粉末を、造形領域を超えて、排出領域に応じた開口部まで搬送し、粉末
排出部１５に排出する。なお、粉末搬送機構１６は、回転するローラを用いる他、例えば
、粉末を均すスキージーで構成してもよい。
【００２８】
　インクジェットラインヘッド１７は、いわゆるインクジェット方式により水性インクを
微滴化して噴射する複数の噴射口を有しており、複数の噴射口から水性インクを噴射して
、造形部１４に形成されている粉末層の、造形物の断面形状に応じた領域に水性インクを
供給する。これにより、粉末層に水性インクが浸透することで粉末が溶解し、その後、硬
化することで、造形物の断面形状に応じた硬化層（薄板）が造形される。
【００２９】
　また、インクジェットラインヘッド１７は、Ｘ方向の１ラインに水性インクを同時に噴
射することができるように、複数の噴射口が、Ｘ方向に、造形部１４のＸ方向の幅に渡っ
て並べられて構成されている。そして、インクジェットラインヘッド１７は、Ｘ方向の１
ラインに水性インクを一度に噴射して、Ｙ方向に１ライン移動することを繰り返しながら
、造形領域の全面に水性インクを噴射する、いわゆる、ラインショット方式とされている
。
【００３０】
　例えば、インクジェットラインヘッド１７は、シアン、マゼンダ、イエロー、およびブ
ラックの４色の着色インクと、透明の無色インクとの５種類の水性インクを噴射する。な
お、インクジェットラインヘッド１７では、このような５種類の水性インクをそれぞれ噴
射する５つの噴射口を１つのセットとして、噴射口のセットが所定のピッチでＸ方向に沿
って、造形部１４のＸ方向の幅に渡って、複数設けられている。また、着色インクとして
は、通常市販されているインクジェットプリンタに用いられているもの、即ち、顔料ある
いは染料が水とアルコール成分からなる混合溶液に分散または溶解したものが用いられる
。また、無色インクには、顔料あるいは染料を含まない混合溶液が用いられる。
【００３１】
　また、インクジェットラインヘッド１７には、後述する図２に示すように、水性インク
の噴射口を覆う蓋１７Ａが設けられている。即ち、水性インクが乾燥することにより噴射
口が詰まることを回避するため、水性インクを噴射するとき以外は、蓋１７Ａにより噴射
口を覆うことで、水性インクが乾燥することが抑制される。また、粉末搬送機構１６によ
り粉末が搬送されている間に、インクジェットラインヘッド１７が待機している待機位置
（図１でインクジェットラインヘッド１７が示されている位置）を、除湿部１９から離れ
た位置とすることでも、水性インクが乾燥することが抑制される。
【００３２】
　加熱器１８には、例えば、遠赤外線を発生する電熱器などが用いられ、加熱器１８は、
インクジェットラインヘッド１７の移動に伴って移動しながら、粉末層を加熱する。
【００３３】
　ここで、遠赤外線とは、波長が４μｍから1000μｍまでの超遠赤外線までを含む領域の
波長を有する電磁波であり、加熱器１８としては、遠赤外領域の熱量が少なくとも５０％
以上あるものを用いることが好ましい。つまり、熱量を発生させる熱線の波長領域は、0.
76～1000μｍまでの範囲とされており、0.76～1.6μｍが近赤外線であり、1.6～４μｍが
中間赤外線であり、４～25μｍが遠赤外線であり、25～1000μｍが超遠赤外であって（広
義には４μ以上を遠赤外線という場合もある）、照射する熱量の５０％以上が波長領域４
～1000μｍとするのが好ましい。
【００３４】
　例えば、遠赤外線の熱量が５０％未満である加熱器が、造形装置１１に用いられると、
粉末層が過剰に加熱されることがあり、インクジェットラインヘッド１７により粉末層に
噴射された水性インクが、十分に浸透する前に乾燥する恐れがある。この場合、粉末層ど
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うしを十分な強度で固着させることができず、その結果、造形物が壊れやすくなることが
ある。また、通常の赤外線加熱では粉末そのものが加熱され、全体の温度が上がるので、
目詰まりの原因になる恐れがあるのに対し、遠赤外加熱は、食塩粉末に含まれる水分のみ
を加熱するので、目詰まりの発生を抑制することができる。このように、加熱器１８には
、遠赤外領域の熱量が少なくとも５０％以上あるものを用いることが好ましい。
【００３５】
　除湿部１９は、例えば、造形部１４の付近に配置され、造形領域に積層された粉末層を
含む空間の水蒸気を除去することで、その空間の雰囲気を乾燥させる。例えば、除湿部１
９は、湿度が８０％以下となるように、除湿を行う。
【００３６】
　駆動軸２０は、Ｙ方向に延びるように、作業台１２の両側に設けられ、図示しない駆動
部からの動力を、粉末搬送機構１６、インクジェットラインヘッド１７、および加熱器１
８に伝達し、これらをＹ方向に駆動させる。
【００３７】
　次に、図２を参照して、造形装置１１により造形物を造形する工程について説明する。
【００３８】
　図２は、図１の造形装置１１をＸ方向からみた図（部分的な断面図）である。また、図
２Ａ乃至２Ｅには、硬化層を１層形成する工程が示されており、粉末および未硬化の粉末
層がドットのハッチングで示され、硬化層が黒塗りで示されている。
【００３９】
　図２Ａに示すように、造形部１４のテーブル１４Ａには、硬化層および未硬化の粉末層
が積層された状態となっており、この状態から、硬化層を１層形成する工程が開始される
。図２Ａにおいて、粉末搬送機構１６、インクジェットラインヘッド１７、および加熱器
１８が示されている位置が、ぞれぞれの待機位置とされる。
【００４０】
　まず、図２Ｂに示すように、粉末供給部１３において、粉末供給部１３に収納されてい
る粉末が押し上げられ、１層分の粉末層よりも少し過剰な量の粉末が、作業台１２の上面
より上に供給される。また、造形部１４において、テーブル１４Ａが降下し、硬化層およ
び未硬化の粉末層の上面と作業台１２の上面との間に、粉末層（硬化層）の１層分の厚み
の間隔が設けられる。
【００４１】
　その後、図２Ｃに示すように、粉末搬送機構１６が、図２Ｃに示されている矢印の方向
に回転しつつ、白抜きの矢印の方向に移動することにより、粉末供給部１３において作業
台１２の上面に供給された粉末が搬送される。ここで、粉末搬送機構１６の回転方向は、
粉末搬送機構１６を回転自在にして白抜きの矢印の方向に移動させたとしたときに、粉末
搬送機構１６と造形部１４との摩擦により粉末供給部１３が回転するであろう方向に対し
て逆の方向である。このように、粉末搬送機構１６により粉末が搬送されることで、造形
部１４の硬化層および未硬化の粉末層の上面に設けられた間隔に粉末が充填されて、均一
に均された粉末層が形成される。
【００４２】
　粉末搬送機構１６が、造形部１４を通過して、過剰な量の粉末を粉末排出部１５に排出
し待機位置まで戻るのと連動して、インクジェットラインヘッド１７および加熱器１８が
移動する。即ち、図２Ｄに示されている白抜きの矢印の方向に、インクジェットラインヘ
ッド１７および加熱器１８は、その待機位置から、粉末搬送機構１６の待機位置の手前ま
で、造形部１４を越えて移動する。
【００４３】
　そして、図２Ｅに示すように、インクジェットラインヘッド１７は、待機位置まで戻り
ながら、造形部１４に形成されている最上層の粉末層に水性インクを噴射する。これによ
り、粉末層に水性インクが浸透して粉末が溶解され、その後、水性インクが蒸発して固化
すると、硬化層が形成される。
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【００４４】
　また、加熱器１８は、インクジェットラインヘッド１７とともに移動し、インクジェッ
トラインヘッド１７により水性インクが噴射された粉末層を加熱する。これにより、イン
クジェットラインヘッド１７により噴射された水性インクが、最上層の粉末層よりも下に
ある未硬化の粉末層に浸透することが抑制される。
【００４５】
　ここで、インクジェットラインヘッド１７の噴射口（図示せず）を覆う蓋１７Ａは、図
２Ｅに示すようにインクジェットラインヘッド１７がインクを噴射しながら移動する工程
において噴射口を開放し、この工程以外の工程においては、噴射口内のインクが乾燥しな
いように、外部の乾燥した環境から噴射口を隔絶する。また、加熱器１８は、粉末層の上
方を移動しながら加熱する工程において熱を発し、それ以外の工程では、例えば、電熱線
への電力の供給が停止される。
【００４６】
　そして、インクジェットラインヘッド１７および加熱器１８が、それぞれの待機位置ま
で戻ると、図２Ａの状態になり、造形装置１１では、このような工程が造形物を構成する
硬化層の数だけ繰り返されることにより、造形物が造形される。造形が終了した時点で、
造形物は未硬化の粉末層に覆われており、未硬化の粉末層の中から造形物が取り出される
。例えば、造形装置１１では、以下に説明するような条件で造形物が造形される。
【００４７】
　造形物の材料となる粉末には、食塩９０重量％、硫酸マグネシウム５重量％、ポリビニ
ルピロリドン５重量％を混合した成分のものが用いられる。また、水性インクとしては、
着色インクには、市販のインクジェットプリンタに用いられているものが用いられ、無色
インクには、蒸留水とエチルアルコールを重量比で１対１に混合したものが用いられる。
【００４８】
　また、造形領域としては、例えば、Ｘ方向に２０ｃｍで、Ｙ方向に３０ｃｍの矩形の領
域が用意される。また、１層の粉末層の厚みは0.1ｍｍとされ、即ち、造形部１４のテー
ブル１４Ａ（図２）が、0.1ｍｍずつ降下するように制御される。そして、上述した成分
の粉末を粉末供給部１３に収納させ、造形領域に１層の粉末層を形成させるのに必要な量
よりも少なくとも３０％以上過剰な粉末を、粉末供給部１３から押し出させ、その量の粉
末を、粉末搬送機構１６により造形領域に搬送させる。これにより、造形領域に0.1ｍｍ
の厚みの粉末層が均一に形成される。
【００４９】
　また、インクジェットラインヘッド１７には、噴射口のピッチが600dpiとされたライン
ショット方式のものが用いられる。また、加熱器１８には、反射板が付けられて、電圧が
100Vであり、消費電力が300Wであるのものが用いられる。
【００５０】
　以上のような条件で、造形装置１１により、図２を参照して説明したように造形物を造
形することで、内部までフルカラーで着色された、従来よりも高強度の造形物を造形する
ことができる。例えば、高さ１ｍからタイル張りの床に落としても壊れないほどの強度の
造形物を造形することができる。
【００５１】
　次に、図３は、図１の造形装置１１が造形物を造形する処理を説明するフローチャート
である。
【００５２】
　ステップＳ１１において、粉末供給部１３は、収納している粉末を押し上げ、１層分の
粉末層よりも少し過剰な量の粉末を、作業台１２の上面より上に供給し、処理はステップ
Ｓ１２に進む。
【００５３】
　ステップＳ１２において、造形部１４は、粉末層の１層分の厚みに応じてテーブル１４
Ａを降下させ、硬化層および未硬化の粉末層の上面と作業台１２の上面との間に、粉末層
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の１層分の厚みの間隔を設ける。
【００５４】
　ステップＳ１２の処理後、処理はステップＳ１３に進み、粉末搬送機構１６は、図２Ｃ
に示されている矢印の方向に回転しつつ、粉末供給部１３の作業台１２の上面より上にあ
る粉末を搬送する。そして、粉末搬送機構１６は、造形部１４の硬化層および未硬化の粉
末層の上面に設けられた間隔に粉末を充填して粉末層を形成し、処理はステップＳ１４に
進む。
【００５５】
　ステップＳ１４において、インクジェットラインヘッド１７および加熱器１８は、粉末
搬送機構１６が待機位置まで戻るのと連動して、その待機位置の手前まで移動する。そし
て、インクジェットラインヘッド１７は、自身の待機位置まで戻りながら、造形部１４に
形成されている粉末層の、造形物の断面形状に応じた領域に水性インクを噴射する。この
ように造形物の断面形状に噴射された水性インクにより粉末層が溶解され、その後、水性
インクが蒸発すると、断面形状に応じた硬化層が形成される。
【００５６】
　ステップＳ１５において、加熱器１８は、インクジェットラインヘッド１７とともに、
インクジェットラインヘッド１７の後から移動することで、インクジェットラインヘッド
１７により水性インクが噴射された粉末層を加熱する。そして、インクジェットラインヘ
ッド１７および加熱器１８が、待機位置まで戻ると処理はステップＳ１６に進む。
【００５７】
　ステップＳ１６において、造形装置１１の全体を制御する制御部（例えば、後述する図
４のコンピュータ）が、硬化層が全て形成されたか否かを判定する。即ち、造形装置１１
では、造形物の３次元データがスライスされた断面形状データが作成され、その断面形状
データに応じて、造形部１４で積層される粉末層に水性インクが噴射されて硬化層が順次
形成される。そして、最下層から最上層までの粉末層が積層され、スライスして作成され
た断面形状データの全てに応じた水性インクの噴射を行う制御が行われていれば、硬化層
が全て形成されたと判定される。
【００５８】
　ステップＳ１６において、硬化層が全て形成されていないと判定された場合、処理はス
テップＳ１１に戻り、以下、同様の処理が繰り返される。一方、硬化層が全て形成された
と判定された場合、造形物は完成しており、処理は終了する。
【００５９】
　以上のように、造形装置１１により粉末層に、インクジェットにより水性インクを噴射
して、１層ごとに加熱することにより、高精度かつ高強度の造形物を造形することができ
る。
【００６０】
　即ち、１層ごとに加熱することで、粉末層に供給された過剰な水分が確実に蒸発し、そ
の層の下に形成されている未硬化の粉末層や、その上に形成される次の粉末層に、過剰な
水分が浸透する（滲む）ことが防止される。これにより、造形物の断面形状に応じた領域
以外に過剰な水分が浸透することにより固化することが回避され、寸法精度の低下を抑制
することができる。
【００６１】
　また、食塩を用いた造形物（以下、適宜、食塩造形物と称する）は、水溶性であり、耐
熱性が高いという特性を有しているので、例えば、鋳造法で作成する射出成形用やブロー
成形用の金型として用いることができる。そして、食塩造形物である金型は、鋳造後に水
で溶かすことができるので、金型内部に冷却用や加熱用やガス抜き用の導管を自在に配置
することができるという高機能な金型となる。また、鋳造用金属としては、亜鉛合金やア
ルミ合金を使用することができ、食塩造形物を大型成形品用の金型に適用することで、金
型を安価に作成することができるとともに、成形サイクルを短縮することができる。
【００６２】
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　また、食塩造形物は白色度も良く、水性インクの過剰な拡散が抑えられため、発色性が
優れる。このため、フルカラーで造形した造形物は民生分野で使用可能な品質レベルを達
成することができる。また、民生分野では、不特定多数の人が造形物に触れることが想定
されるが、食塩造形物は人体に対する安全性に優れ、乳幼児が口に入れてもしょっぱいの
で飲み込む危険は少ない。さらに、廃棄する場合も有害な成分を排出しないという利点が
あり、不特定多数の人が扱う民生分野で安心して使用出来る。
【００６３】
　さらに、近年は、インターネットの普及により、Ｗｅｂ上には、３次元デジタルコンテ
ンツ（３次元の立体形状を数値モデルで表したデータ）が多く存在しており、造形装置１
１には、それらの３次元デジタルコンテンツの出力、即ち、３次元デジタルコンテンツに
基づく造形物の造形に用いるという民生分野での用途が想定される。
【００６４】
　また、造形物を砕くことにより粉末を再利用することができるというリサイクル性にも
優れ、地球環境にも優しいものとなる。このため、食塩造形物は、従来の工業分野や医療
分野だけでなく、今後の発展が期待される民生分野でも使用されることが期待される。特
に、リサイクル性は、廃棄物を低減させるという効果が大きく、また、食塩造形物を廃棄
するとしても、有害物質が含まれていないので、安全に廃棄することができる。
【００６５】
　また、造形装置１１では、上述したように、ラインヘッド方式のインクジェットライン
ヘッド１７を用いることで、ライン方向に一度（ほぼ同時）に水性インクを噴射すること
ができ、ライン方向へヘッドを移動させながら水性インクを噴射するような方式（一般的
なインクジェットプリンタの方式）よりも、インクジェットラインヘッド１７を高速に移
動させることができる。これにより、造形物の造形に必要な時間を短縮することができる
だけでなく、インクジェットラインヘッド１７が乾燥雰囲気下にいる時間を短くすること
ができ、水性インクが乾燥することを回避することができる。また、インクジェットライ
ンヘッド１７に蓋１７Ａを設け、水性インクを噴射する工程以外では、蓋１７Ａによりイ
ンクジェットラインヘッド１７の噴射口を隔絶することによっても、水性インクの乾燥が
回避される。
【００６６】
　なお、本実施の形態においては、インクジェットラインヘッド１７により粉末層に水性
インクが噴射された後に、加熱器１８により粉末層が加熱されているが、例えば、粉末層
が形成された後であって、水性インクが噴射される前に、粉末層を加熱してもよい。
【００６７】
　このように、水性インクが噴射される前に粉末層を加熱することで、例えば、最上面に
形成されている粉末層の下にある硬化層に含まれている過剰な水分が蒸発されるとともに
、最上面の粉末層に吸着されてしまった水分が除去された状態となる。または、最上面の
粉末層に一定量の水分（吸着水）が保たれた状態となる。
【００６８】
　このような状態において、水性インクを噴射することにより、最上面の粉末層の下にあ
る硬化層の過剰な水分（水性インク）の拡散が抑制されるため、最上面の粉末層により高
精度（高い解像度かつ高い寸法精度）の硬化層を形成することができ、ひいては、高精度
の造形物を造形することができる。また、水性インクの拡散が抑制されたことにより、造
形物の発色性もよくなる。さらに、水性インクを噴射する前に粉末層を加熱することによ
り、粉末の溶解度が向上するため、水性インクにより粉末が確実に溶解され、これにより
、造形物の強固を向上させることができる。
【００６９】
　なお、このように、粉末層を適切に加熱することができれば、造形物を高精度かつ高強
度に造形することができ、例えば、粉末供給部１３が、その上部付近を加熱するような加
熱器を有して構成されていてもよい。この場合、粉末供給部１３から押し出されて供給さ
れる粉末が、水性インクを適度に蒸発させる程度の熱を有しており、加熱器１８による加
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熱を行わなくても、高精度かつ高強度な造形物を造形することができる。
【００７０】
　また、インクジェットラインヘッド１７の両側に加熱器１８を設け、水性インクを噴射
する前後で粉末を加熱してもよい。
【００７１】
　また、本実施の形態においては、水性インクには、シアン、マゼンダ、イエロー、およ
びブラックの４色の着色インクと、透明の無色インクとの５種類の水性インクを用いると
したが、着色インクだけを用いたり、無色インクだけを用いてもよい。
【００７２】
　また、上述した造形装置１１において行われる一連の処理は、例えば、造形装置１１の
各部を制御するコンピュータが、ソフトウエアを実行することにより行われる。この場合
には、そのソフトウエアを構成するプログラムが、専用のハードウエアに組み込まれてい
るコンピュータ、または、各種のプログラムをインストールすることで、各種の機能を実
行することが可能な、例えば汎用のパーソナルコンピュータなどに、プログラム記録媒体
からインストールされる。
【００７３】
　図４は、上述した一連の処理をプログラムにより実行するコンピュータのハードウエア
の構成例を示すブロック図である。
【００７４】
　コンピュータにおいて、CPU（Central Processing Unit）１０１，ROM（Read Only Mem
ory）１０２，RAM（Random Access Memory）１０３は、バス１０４により相互に接続され
ている。
【００７５】
　バス１０４には、さらに、入出力インタフェース１０５が接続されている。入出力イン
タフェース１０５には、キーボード、マウス、マイクロホンなどよりなる入力部１０６、
ディスプレイ、スピーカなどよりなる出力部１０７、ハードディスクや不揮発性のメモリ
などよりなる記憶部１０８、ネットワークインタフェースなどよりなる通信部１０９、磁
気ディスク、光ディスク、光磁気ディスク、或いは半導体メモリなどのリムーバブルメデ
ィア１１１を駆動するドライブ１１０が接続されている。
【００７６】
　以上のように構成されるコンピュータでは、CPU１０１が、例えば、記憶部１０８に記
憶されているプログラムを、入出力インタフェース１０５及びバス１０４を介して、RAM
１０３にロードして実行することにより、上述した一連の処理が行われる。
【００７７】
　コンピュータ（CPU１０１）が実行するプログラムは、例えば、磁気ディスク（フレキ
シブルディスクを含む）、光ディスク（CD-ROM(Compact Disc-Read Only Memory),DVD(Di
gital Versatile Disc)等）、光磁気ディスク、もしくは半導体メモリなどよりなるパッ
ケージメディアであるリムーバブルメディア１１１に記録して、あるいは、ローカルエリ
アネットワーク、インターネット、デジタル衛星放送といった、有線または無線の伝送媒
体を介して提供される。
【００７８】
　そして、プログラムは、リムーバブルメディア１１１をドライブ１１０に装着すること
により、入出力インタフェース１０５を介して、記憶部１０８にインストールすることが
できる。また、プログラムは、有線または無線の伝送媒体を介して、通信部１０９で受信
し、記憶部１０８にインストールすることができる。その他、プログラムは、ROM１０２
や記憶部１０８に、あらかじめインストールしておくことができる。
【００７９】
　なお、コンピュータが実行するプログラムは、本明細書で説明する順序に沿って時系列
に処理が行われるプログラムであっても良いし、並列に、あるいは呼び出しが行われたと
き等の必要なタイミングで処理が行われるプログラムであっても良い。また、プログラム
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るものであっても良い。
【００８０】
　図５は、上記加熱器１８による加熱処理の有無に分けて、造形物が造形された後に造形
物が自然乾燥により乾燥されるまでの時間を測定した実験の結果を示す表である。実験の
条件を以下に示す。
【００８１】
　粉末として食塩材料を用いた。　
　造形物としてのテストピースのサイズは、15ｍｍ×15ｍｍ×42ｍｍとした。　
　加熱なしで造形されたテストピース（Ｎ１及びＮ２の２つ）、及び、温度１２０℃で粉
末層の１層ごとに加熱しながら造形されたテストピース（Ｈ１及びＨ２の２つ）について
、それぞれ乾燥時間を測定し、それら各平均値を算出した。具体的には、市販の加熱乾燥
式水分計（型番MX-50；A&D株式会社）を用い、設定値180℃、水分変化量0.05 %／minにな
るまでの時間を測定した。
【００８２】
　この表に示されるとおり、加熱ありの場合、過剰な水分が蒸発するので、加熱なしの場
合に比べ、約１２％の乾燥時間の短縮効果が得られた。これは、造形物を高速に造形する
ことにつながる結果である。
【００８３】
　図６は、食塩材料による造形物及び石膏材料による造形物のそれぞれの発色性を比較し
た実験の結果を示す表である。図７は、その表により得られる色度図である。この実験の
条件を以下に示す。
【００８４】
　テストピースのサイズは、15ｍｍ×15ｍｍ×42ｍｍとした。　
　15ｍｍ×42ｍｍの面をカラーで着色したテストピースについて、色彩色度計（型番X-Ri
te530；エックスライト株式会社）を用いて、光学濃度および明度及び色度を測定した。
【００８５】
　この実験の結果、食塩材料によるテストピースは、石膏材料によるテストピースに比較
して、シアン、マゼンタ、イエローの全ての色で、彩度が上回っていた。また、食塩材料
によるテストピースの方が、白色に関して、光学濃度は低く、明度は高くなっていた。食
塩材料によるテストピースについて、白色の色度もほぼゼロを示し、石膏材料のテストピ
ースの白色と比較して、良好な結果となっている。
【００８６】
　以上から、食塩材料による造形物の方が、石膏材料による造形物より発色性が良いとい
う結果が得られた。
【００８７】
　本発明の実施の形態は、上述した実施の形態に限定されるものではなく、本発明の要旨
を逸脱しない範囲において種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００８８】
　１１　造形装置，　１２　作業台，　１３　粉末供給部，　１４　造形部，　１４Ａ　
テーブル，　１５　粉末排出部，　１６　粉末搬送機構，　１７　インクジェットライン
ヘッド，　１７Ａ　蓋，　１８　加熱器，　１９　除湿部，　２０　駆動軸
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